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2022年 10月 24日 

 

中学校（教員・生徒）における金融経済教育の実態調査結果について 
 

日本証券業協会が事務局を務める「金融経済教育を推進する研究会」※（座長：吉野直行金融庁

金融研究センター長、慶應義塾大学名誉教授）では、学校向けの金融経済教育に関する研究の基

礎資料として活用するため、中学校教員の金融経済教育に対する認識や取組状況及び生徒の金

融経済教育に関する興味・関心や理解度等を把握することとし、実態調査を行いました。 

今般、その調査結果を取りまとめましたので、下記のとおりご報告いたします。 

【調査概要】 

調 査 名 中学校（教員・生徒）における金融経済教育の実態調査 

調 査 目 的 中学校教員の金融経済教育に対する認識や取組状況及び生徒（第３学年）の

金融経済に関する興味・関心や理解度等を把握し、学校向けの金融経済教育

に関する研究の基礎資料として活用する。 

調 査 対 象 ・ 全国の中学校教員（社会科、技術・家庭科（家庭分野）教員） 

・ 全国の中学校の生徒（第３学年） 

回 収 数  

調査名 発送数 回収数 回収率 

１．教員向け １６，０２０件 ２，５３６件 １５．８% 

２．生徒向け ８，５２２件 ５，７３７件 ６７．３% 
 

実 査 期 間 2022年 2～３月 

調 査 方 法  調査票を郵送し、回答は紙媒体（調査票）の返送及び調査用のウェブサイト

にアクセスし入力する方式を併用した。 

 教員向け調査については、全国の中学校（約１万校）から、都道府県毎に無

作為に約半数の５，００６校を抽出し、調査票を郵送した。 

 生徒向け調査については、全国 66校の中学校に協力を依頼した。 

 上記以外にも、日本証券業協会のメールマガジン等を通じて、教員に対す

る調査への協力を依頼した。 

調査実施会社 株式会社サーベイリサーチセンター 

 

※ 金融経済教育を推進する研究会 

教育の専門家と金融の専門家が相互理解を深め、その経験や知識、問題意識を共有して、学校にお

ける金融経済教育の一層の推進・充実に向けた研究、情報発信を目的として、2013 年度から活動を

行っており、日本証券業協会が事務局を担当している。 

【金融経済教育を推進する研究会ウェブサイト】 

https://www.jsda.or.jp/about/kaigi/chousa/kenkyukai/index.html 

 

  
○ 本調査に関するお問い合わせ先 

日本証券業協会 金融・証券教育支援本部 金融・証券教育支援センター 

TEL：03-6665-6767（平日 9:00～17：00） 

【WEBからのお問い合わせ先】 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=43 

 

https://www.jsda.or.jp/about/kaigi/chousa/kenkyukai/index.html
https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=43
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【教員向け実態調査：調査結果要約】 

○ 教員向け実態調査 回答者属性 

     本調査の回答にあたり、回答者の属性として「性別」・「年齢」・「教職歴」・「学校所在地」・

「担当教科」・「教科担当として指導を行っている学年」・「大学での専攻」について、回答を

いただいている。 

 

○ 教員向け実態調査 調査項目 

項目 調査内容 

１ 金融経済教育を学校で行うことについて、どのように考えていますか。 

１－１

１－２ 

そのように考える理由についてお聞かせください。 

２ 金融経済教育を通じて、特に生徒に身に付けさせたい内容は何ですか。 

３ 新学習指導要領実施後、金融経済教育に関連する授業で重点的に取り扱った内容は

どのようなものですか。 

４ 金融経済教育について、先生自身が特に重要である・優先して教えるべきであると考

える内容はどのようなものですか。 

５ 金融経済教育について、教えることが難しい又は、生徒にとって理解が難しいと考え

る内容はどのようなものですか。 

６ 金融経済教育を授業で取り扱う際に、難しいと感じていることはありますか。 

７ 次の表にある金融経済教育に関連する内容について、教え始めるのが適切だと思う

時期についてご回答ください。 

８ 金融経済教育を授業で実施するために、どのような支援があればよいと思いますか。 

９ 新学習指導要領実施後、社会科（公民的分野）において実施されている、金融経済教

育の授業時数についてご回答ください。 

10 新学習指導要領実施後、技術・家庭科（家庭分野）において実施されている、金融経

済教育（消費者教育において実施されている金融経済教育を含めます）の授業時数に

ついてご回答ください。 

11 新学習指導要領実施後、金融経済教育に関して、授業時数が十分に確保されていると

思いますか。 

11－１ 授業時数が十分に確保できない要因はどこにあると思いますか。 

12・13 現在学校で使用している教科書（出版社名）を教えてください。 

14 現在学校で使用している教科書の金融経済教育に関する記述についてお聞きしま

す。現在の経済事情・諸課題と比較して、十分な内容が記述されていると思います

か。 

15 現在学校で使用している教科書の金融経済教育に関する記述について、どのような

内容に関して、記載が十分である・充実していると感じますか。 

16 現在学校で使用している教科書の金融経済教育に関する記述について、どのような

内容に関して、やや足りない、不十分であると感じますか 
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項目 調査内容 

17 現在、金融経済教育を実施するに当たって、教科書以外に利用しているものはありま

すか。 

18 今後、金融経済教育を実施するに当たって、教科書以外に利用を検討したいと考える

教材等についてお聞かせください。 

19 新学習指導要領実施後、金融経済教育に関して、生徒たちの興味・関心が高まってい

ると感じますか。 

19－１ 生徒たちの興味・関心が高まっていない要因はどこにあると思いますか。 

20 最近の金融・経済の動き、現代社会の諸課題に関して、先生ご自身が特に、興味・関

心のある内容があれば、教えてください。 

21 金融経済教育の学習指導について、どのような課題があると思いますか。 

22 新学習指導要領実施後に、ご自身の担当する教科以外の授業と連携して、教科等横断

的な金融経済教育に関する授業を行ったことがありますか。 

22－１ これまでに、どのような教科等と横断的な取組を行ったことがあるか教えてくださ

い。 

23 学校外の金融・経済の専門家や外部の専門諸機関と連携・協働しながら、金融経済教

育に関する授業や学校独自の取組を行ったことがありますか。 

23－１ これまでに、どのような外部の人材・団体との連携・協働した授業・学校独自の取組

を行ったのか、教えてください。また、具体的な授業・学校独自の取組の内容につい

て、教えてください。 

24 先生ご自身の金融経済教育に係る知識の修得、情報収集はどのように行っています

か。 

25 新学習指導要領の実施に伴い、「主体的・対話的で深い学び」の実現のために、金融

経済教育の内容・教材において、学校並びに先生が新たに行った指導方法や実践事例

があればご記入ください。 

26 金融経済教育について、何かご意見・ご要望等ございましたらご自由にご記入くださ

い。 

 

○ その他 

   問２・３・４・15・16について、「Ａ 消費生活に関する分野」及び、「Ｂ 金融・経済に関す

る分野」の回答者は以下のとおりです。 

 

分野 回答者 

Ａ 消費生活に関する分野 全員（技術・家庭科（家庭分野）、社会科担当の先生） 

Ｂ 金融・経済に関する分野 社会科担当の先生 
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（１）全体要約 

本調査に回答いただいた９割の教員が金融経済教育の必要性を感じており（問1）、その理

由としては「賢い消費者としての知識を身に付けるため」が最も多かった（問1-1）。 

教えるのが難しい又は生徒が理解しにくい内容として、消費生活に関する分野では、「クレ

ジットカードによる支払いと三者間契約」が最も多く、金融・経済に関する分野では、中学

校学習指導要領及び同解説に新たに盛り込まれた、起業や企業会計、フィンテックが挙げら

れた（問５）。なお、約半数の教員が金融経済教育を実施するうえで、教える側の専門知識不

足、生徒にとっての理解が難しいことや、現実経済の変動が複雑すぎると感じていた（問６）。

金融経済教育を実施するために必要な支援としては、ICTを活用した授業に使えるデジタル補

助教材・資料が約７割、平易な内容で生徒が利用しやすい補助教材が約６割台半ばで多かっ

た（問８）。なお、生徒の金融経済教育に関する興味・関心は高まっていると感じる教員が５

割強となった（問19、問19-1）。 

金融経済教育の現状としては、４割台半ばの教員が金融経済教育に関する授業時数の不足

を感じており（問11）、その要因としては、現行の教育計画に余裕がないためが８割強を占め

た（問11-1）。金融経済教育に関する教科書の記述について、現在の経済事情・諸課題と比較

して、「やや足りない・足りない」と感じているのは約３割程度であった（問14、問16Ａ、問

16Ｂ）。また、今後、教科書以外に教材として利用を検討しているものは視聴覚教材やテレビ

番組・動画サイトを利用したいと考えている教員が比較的多かった（問18）。学習指導の課題

としては用語・制度の解説が中心となってしまい、実生活との繋がりを感じにくいとの指摘

が５割強で最も多いが、金利や金融商品の種類、リスクとリターンの関係など、実践的な知

識が少ないとの指摘が４割台半ばと大きく増加している（問21）。新学習指導要領に示された

教科等横断的な授業については、社会科と技術・家庭科（家庭分野）との連携が最も多かっ

た（問22）。また、学校外との連携・協働した授業を「行ったことがある」のは２割弱で、連

携・協働した外部の人材・団体としては、「政府機関・地方自治体・教育委員会など」が３割

台半ばで最も多かった。 

 

（２）個別（項目ごと）要約 

１ 教員の意識 

① ほとんどの教員が金融経済教育の必要性を認識している（問１、問１－１、１－２） 

全体では、金融経済教育は「必要である」、「ある程度必要である」の合計が９割を占めて

いた。なお、前回調査では「必要である」が３割台半ばであったのに対し、今回の調査は５

割弱に増えている。 

また、「必要である」とした理由は「賢い消費者としての知識を身に付けるため」が最も多

かった。次に多かった「将来個人として自立するため」は前回調査から約10ポイント上昇し

ている。なお、「必要でない」と回答した理由としては「教員が金融経済教育に関する十分な

知識や指導方法を身に付けていないため」が４割台半ば、「学校では、教えるための体制や仕
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組みが整っていないため」が４割強と、前回調査結果同様に制度面や教員側の事情を挙げる

教員が多かった。 

図表≪経年比較 問１≫学校での金融経済教育の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 2014年調査では「あまり必要ない」 

 

図表≪経年比較 問１－１≫金融経済教育が必要な理由 
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図表≪経年比較 問１－２≫金融経済教育が必要でない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 新たに盛り込まれた内容は教えるのが難しい・生徒が理解しにくい（問２・３・４・５） 

金融経済教育を通じて生徒に身に付けさせたい内容（問２）、授業で重点的に取り扱った内

容（問３）、重要である・優先して教えるべき内容（問４）の３つの設問に対して、消費生活

に関する分野では、「消費者トラブルの防ぎ方と消費者保護」、金融・経済に関する分野では、

「市場経済の基本的な仕組み・働き」が最も多かった。 

また、教えるのが難しい又は生徒が理解しにくい内容（問５）では、消費生活に関する分

野では、「クレジットカードによる支払いと三者間契約」が最も多く、技術・家庭（家庭分野）

の教員では５割台半ばであった。金融・経済に関する分野では、「フィンテックと呼ばれる革

新的な金融サービス」が約５割で最も多く、次いで「起業を行うことの必要性や起業を支え

る金融の働き」と「企業会計の意味、会計情報の活用」がいずれも３割台半ばで多かった。 

 

図表（問５）教えるのが難しい又は、生徒が理解しにくい内容【Ａ 消費生活に関する分野】 
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図表（問５）教えるのが難しい又は、生徒が理解しにくい内容【Ｂ 金融・経済に関する分野】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 金融経済教育を授業で扱うにあたり専門知識の不足を感じている教員が５割弱（問６、26） 

金融経済教育を授業で扱う際に難しいこととして、「教える側の専門知識が不足している」

が５割弱、「生徒にとって理解が難しい」、「現実経済の変動が複雑すぎる」がいずれも４割台

半ばであった。 

また、技術・家庭（家庭分野）の教員では５割強が「教える側の専門知識が不足している」

と回答した。また、前回調査と比較すると、「現実経済の変動が複雑すぎる」と回答した教員

は、３割弱から約４割に増加している。自由記述でも、「授業実施に向けた教員研修や教材等

の必要性」、「知識不足・知識を深めて、指導に活かしたい」といった声が挙げられていた。 
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株式市場の役割

経済と金融のグローバル化

中央銀行（日本銀行）の役割と金融政策

財政の仕組み・働き

市場経済の基本的な仕組み・働き

お金（貨幣）の役割・金融の仕組み

企業の社会的役割・社会的責任（ＣＳＲなど）

その他

特にない

無回答

49.5

35.3

34.9

27.4

25.1

21.0

20.3

15.5

13.0

12.7

0.6

2.7

0.2

0 10 20 30 40 50 60 (%)
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図表≪経年比較 問６≫ 金融経済教育を授業で扱う際に難しいこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 教員が求める必要な支援は「デジタル補助教材・資料」（問８） 

教員が求める支援策として、「ICTを活用した授業に使えるデジタル補助教材・資料」、「平

易な内容で、生徒が利用しやすい補助教材」が６割台で多かった。 

 

図表（問８）金融経済教育を授業で実施するための支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(2,536)  

ＩＣＴを活用した授業に使えるデジタル
補助教材・資料

平易な内容で、生徒が利用しやすい
補助教材

インターネットを通じた一層の情報提供

外部講師の派遣

金融や経済の知識を得ることのできる
教員向け研修会

職業体験（インターンシップ）

その他

特に必要ない

無回答

69.4

64.4

39.0

34.1

33.1

23.5

1.6

1.1

0.9

0 20 40 60 80 (%)

教える側の専門知識が
不足している

生徒にとって理解が難しい

現実経済の変動が複雑すぎる

授業時間数が足りない

生徒の興味・関心が低い

適当な教材がない

教員研修などの機会が少ない

学校現場にはなじみにくい

保護者の理解が得にくい

その他

無回答

49.0

44.7

44.1

37.9

23.3

21.4

14.4

8.3

0.6

1.4

0.9

49.4

49.9

38.9

44.4

22.4

28.3

13.6

5.4

0.3

0.9

1.6

0 20 40 60

2022年調査 n=(2,536)  

2014年調査 n=(3,085)  

(%)

53.8

32.1

39.5

38.9

22.7

27.9

17.8

6.6

0.6

1.9

2.1

58.4

41.8

27.5

43.5

26.6

35.0

17.2

6.0

0.3

0.9

1.6

0 20 40 60

2022年調査 n=(807)  

2014年調査 n=(1,371)  

(%)

46.9

50.5

46.3

37.3

23.7

18.5

12.7

9.1

0.5

1.2

0.3

42.1

56.2

48.0

45.2

19.1

23.0

10.7

5.1

0.3

0.9

1.5

0 20 40 60

2022年調査 n=(1,718)  

2014年調査 n=(1,732)  

(%)

【全 体】 【中学校社会科】 【中学校技術・家庭科（家庭分野）】 
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⑤ 生徒たちの興味・関心は高まっているが５割強（問19、問19-1） 

新学習指導要領実施後に、金融経済教育に関する生徒たちの興味・関心は高まっていると

感じている教員が５割強だった。 

一方、興味・関心が高まっていないとの回答は４割台半ばあり、その理由としては「生徒

にとって理解が難しい」、「生徒にとって身近なテーマではないため」が６割程度で多かった。 

 

図表（問 19）生徒たちの興味・関心度の高まり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表（問 19－１）生徒たちの興味・関心が高まらない要因 
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・
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は
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な

い

無

回

答

高まっている（計）53.5％ 高まっていない（計）45.1％

n=(1,144)  

生徒にとって理解が難しいため

生徒にとって身近なテーマではないため

受験と関係が薄い内容であるため

授業時間数が足りないため

効果的・魅力的な教材が少ないため

進学先での専攻や就職活動と関係が薄い
内容であるため

その他

無回答

62.0

59.4

28.1

23.7

17.0

7.3

3.6

0.3

0 20 40 60 80 (%)
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２ 金融経済教育の現状 

① 金融経済教育に関する授業時数について、「十分である」が５割台（問11、問11-１） 

金融経済教育に関する授業時数について、５割強が「十分である／ほぼ十分である」と回

答した。前回調査では、「十分である／やや十分である」が４割台半ばであったので、約８ポ

イント上昇した。一方で、教職歴や担当教科により差はあるものの、４割台半ばが足りない

と回答しており、特に、技術・家庭（家庭分野）では５割強となっている。その理由として

は、各教職歴、担当教科とも「現行の教育計画にその余裕がないため」が、概ね８割以上で

圧倒的に多かった。 

図表≪経年比較 問11≫授業時数の確保状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表（問11－１）授業時数が確保できない要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022年調査 (2,536)

2014年調査 (2,097)

2022年調査 (1,718)

2014年調査 (1,266)

2022年調査 (807)

2014年調査 (845)

(%)
ｎ

8.1

8.9

9.9

5.1

5.6

36.2

46.1

37.9

42.1

33.4

45.1

35.4

43.4

44.5

47.3

9.1

5.1

8.0

7.4

11.1

1.5

4.5

0.9

0.9

2.6

7.6 44.9 38.3 5.8 3.4
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※
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※
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※

３

無
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十分である（計） 足りない（計）

全 

体 

中
学
校 

社
会
科 

中
学
校
技
術 

・
家
庭
科 

（
家
庭
分
野
） 

※１～３ 2014 年調査では※１「やや十分」、※２「やや不十分」、※３「不十分である」 

n=(1,118)  

現行の教育計画にその余裕がないため

教える側に専門的な知識が不足しているため

教科書の記述が少ないため

より重要な学習内容が他にあるため

金融経済というテーマは学校現場には
なじみにくいため

その他

無回答

82.1

32.6

18.3

16.8

8.6

3.9

0.4

0 20 40 60 80 100(%)



 

11 

② 現在の経済事情・諸課題と比較して、金融経済教育に関する教科書の記述について、「やや

足りない・足りない」が約３割（問14、問16Ａ、問16Ｂ） 

現在の経済事情・諸課題と比較して、金融経済教育に関する教科書の記述について、「十分

である」・「ほぼ十分である」との回答が６割台半ばを占めているものの、全体の約３割は内

容が「やや足りない」・「足りない」と認識しており、特に、技術・家庭（家庭分野）で全体の

４割弱となった。教科書の記述がやや足りないもしくは不十分な内容としては「クレジット

カードによる支払いと三者間契約」（消費生活に関する分野）、「フィンテックと呼ばれる革新

的な金融サービス」、「起業を行うことの必要性や起業を支える金融の働き」、「企業会計の意

味、会計情報の活用」（金融・経済に関する分野）を挙げた教員が多かった。 

 

図表≪経年比較 問14≫現在の経済事情・諸課題と比較した教科書の内容評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表（問16）教科書の記述が不十分な内容【Ａ 消費生活に関する分野】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(2,536)  

クレジットカードによる支払いと三者間契約

お金の大切さや計画的な金銭管理

購入方法や支払い方法の多様化

消費者トラブルの防ぎ方と消費者保護

消費生活と契約

その他

特にない

無回答

41.3

24.4

22.2

21.6
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2022年調査 (2,536)
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図表（問16）教科書の記述が不十分な内容【Ｂ 金融・経済に関する分野】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 視聴覚教材の利用を検討している教員が４割台半ば（問17、問18） 

教員が金融経済教育を実施するにあたり、教科書以外に利用しているものは「教科書作成

会社の副読本・資料集」が、３割強で最も多く、特に社会科教員ではその割合が４割弱と多

くなっている。一方、教科書以外の教材を特に利用していない教員は全体の１割強であった。 

今後、利用を検討している教材は「視聴覚教材（ビデオ・DVD）」が４割台半ばであり、「テ

レビ番組・動画サイト」といった紙媒体ではない教材が多く挙げられた。 

図表（問17）現在、教科書以外で利用しているもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(1,718)  

フィンテックと呼ばれる革新的な金融サービス

起業を行うことの必要性や起業を支える
金融の働き

企業会計の意味、会計情報の活用

経済と金融のグローバル化

企業の社会的役割・社会的責任（ＣＳＲなど）

株式市場の役割

お金（貨幣）の役割・金融の仕組み

財政の仕組み・働き

市場経済の基本的な仕組み・働き

中央銀行（日本銀行）の役割と金融政策

その他

特にない

無回答

53.3

49.2

42.4

20.7

17.9

15.4

9.5

9.5

8.8

8.8

1.3

15.8

2.6

0 10 20 30 40 50 60 (%)

n=(2,536)  

教科書作成会社の副読本・資料集

教員作成のオリジナル教材

テレビ番組・動画サイト

視聴覚教材（ビデオ・ＤＶＤ）

新聞・雑誌の記事

専門機関や公共機関のウェブサイト

専門機関・業界団体等が提供する教材

外部講師

専門書籍・学術論文

その他

教科書以外は特に利用していない

無回答

32.2

28.5

27.8

27.7

24.9

19.7

18.5

4.0

2.1

2.8

12.5

1.6

0 10 20 30 40 (%)
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図表（問18）今後、教科書以外で利用を検討している教材等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 学習指導の課題として実生活との繋がりを感じにくいとの意見が５割強（問21） 

金融経済教育の学習指導の課題としては、「用語・制度の解説が中心となってしまい、実生

活との繋がりを感じにくい」との回答が５割強で最も多かった。また、「金利や金融商品の種

類、リスクとリターンの関係など、実践的な知識が少ない」も４割台半ばと多く、前回（2014

年実施）の調査結果から約20ポイント増と大きく増加した。 

 

図表≪経年比較 問21≫ 金融経済教育の学習指導の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語・制度の解説が中心となってしまい、実生活との
繋がりを感じにくい

金利や金融商品の種類、リスクとリターンの関係など、
実践的な知識が少ない

学校の教育計画での金融経済教育が特定の学年・時期に
偏っており、継続的な学びができない

知識及び技能は身に付くが、思考力などが身に付きにくい
※１

収支管理や貯蓄といった、自立に必要な基本的能力が
身に付きにくい

金融経済教育について適切な教材や資料がない※２

ＩＣＴを利活用した金融経済教育の実施方法がわからない
※３

その他

特に問題は感じない

無回答

52.3

44.4

31.1

28.9

27.9

20.5

17.9

1.9

4.3

1.2

55.6

24.7

32.3

42.1

20.7

2.7

6.0

2.3

0 20 40 60 80 100

2022年調査 n=(2,536)  

2014年調査 n=(2,097)  

(%)

n=(2,536)  

視聴覚教材（ビデオ・ＤＶＤ）

テレビ番組・動画サイト

専門機関・業界団体等が提供する教材

専門機関や公共機関のウェブサイト

教科書作成会社の副読本・資料集

新聞・雑誌の記事

外部講師

教員作成のオリジナル教材

専門書籍・学術論文

その他

特にない

無回答

44.2

38.2

30.5

29.7

24.8

24.4

19.8

13.4

4.4

0.9

8.8

2.2

0 10 20 30 40 50 (%)

※１ 2014 年調査では「知識は身に付くが、能力や態度が身に付きにくい」 

※２ 2022 年調査のみ 

※３ 2022 年調査のみ 
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⑤ 教科等横断的な取組は、社会科と技術・家庭（家庭分野）との連携が最も多い（問22、22-1、

問23、23-1） 

新学習指導要領実施後に、教科等横断的な取組を行った教科等は、社会科教員では「技術・

家庭（家庭分野）」が５割弱、「総合的な学習の時間」が４割弱、技術・家庭（家庭分野）教員

では「社会（公民的分野）」が６割弱、「総合的な学習の時間」が３割弱であった。 

また、学校外との連携・協働した授業を「行ったことがある」は２割弱であり、連携・協働

した外部の人材・団体としては、「政府機関・地方自治体・教育委員会など」が３割台半ばで

最も多かった。 

 

図表（問22）教科等横断的な授業の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表（問22－１ 担当教科別）教科等横断的な取組を行ったことのある教科等 

（％） 

担当教科 調査数（ｎ） 
技術・家庭

（家庭分野） 

総合的な 

学習の時間 

特別活動 

（学級活動など） 

社会科 

（公民分野） 

社会科 225 49.3 38.2 19.1 ― 

技術・家庭（家庭分野） 77 ― 28.6 14.3 59.7 

 

図表（問23）学校外と連携・協働した授業や取組の実施状況 
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図表（問23－１）学校外と連携・協働した外部の人材・団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(439)  

政府機関・地方自治体・教育委員会など

地域の専門人材（弁護士、司法書士、公認会計
士、ＦＰ（ファイナンシャル・プランナー）など）

銀行・証券会社などの金融機関

銀行協会・日本証券業協会などの
金融関係団体

民間企業（銀行・証券会社などの
金融機関を除く）

ＮＰＯ、ＮＧＯ

生徒の保護者・親族

学校のＯＢ・ＯＧ

その他

無回答

36.7

27.1

23.0

12.5

10.5

4.1

1.6

0.2

6.2

0.2

0 10 20 30 40 (%)
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【生徒向け実態調査：調査結果要約】 

○ 生徒向け実態調査 調査項目 

項目 調査内容 

１ あなたが、日ごろ利用しているキャッシュレス決済手段について、教えてください。 

１－１ あなたが、プリペイド型電子マネー（交通系ＩＣカードなど）やクレジットカードな

どのキャッシュレス決済を利用する際に、特にメリットだと考えていることを教え

てください。 

１－２ あなたが、プリペイド型電子マネー（交通系ＩＣカードなど）やクレジットカードな

どのキャッシュレス決済を利用する際に、特にデメリットだと考えていることを教

えてください 

２ あなたが、将来に向けて特に用意しておく必要があると考える費用について教えて

ください。 

３ あなたが、将来のために知っておきたいと思うことについて教えてください。 

４ あなたが、社会や経済の課題について調べ学習をするときに利用しているものにつ

いて教えてください。 

５ 家計における預貯金や株式・債券への投資は、政府（国や地方公共団体）や企業等の

活動を支え、持続可能な社会の形成や経済の成長・発展につながっています※図表参

照。この仕組みについてあなたはどの程度自分の言葉で説明することができますか。 

６ あなたが、特徴を理解できていると考える金融商品について教えてください。 

７ 金融商品（預貯金・株式・債券・投資信託など）や投資について、あなたがどのよう

に考えているか教えてください。 

８ 株式会社をはじめとした会社は、私たちの日々の生活を支える重要な責任、役割を担

っています。もし、あなたが将来社会人になって会社で働くことになったら、どのよ

うなことを大切にしている会社で働きたいと考えるか教えてください 

９ 「直接金融」、「間接金融」に関する事柄を正しく説明しているものについて、選択肢

１～４から１つ選択してください。ただし、わからない場合は「５ わからない」を

選択してください。 

10 普通預金や定期預金などの利息は「金利」として示されています。金利には「単利」

と「複利」があり、それぞれの計算方式は以下のようになります。100 万円を年率

２％（複利）の利息がつく預金口座に預け入れた場合、５年後の預金額はいくらにな

るでしょうか。下記の選択肢１～４から、１つ選択してください。ただし、わからな

い場合には「５ わからない」を選択してください。 

11 物価が継続して上昇していく状態のことをインフレーション（インフレ）といいま

す。反対に、物価が継続して下落していく状態のことをデフレーション（デフレ）と

いいます。インフレやデフレに関する説明として正しいものを選択肢１～４から１

つ選択してください。ただし、わからない場合は「５ わからない」を選択してくだ

さい。 
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（１）全体要約 

本調査に回答いただいた中学生の半数以上が、キャッシュレス決済を利用しており、概ねそ

のメリットやデメリットについても認識していた（問１）。多くの生徒が将来に向けての費用を

用意しておく必要があると考えており、特に大学や専門学校への進学にかかる費用などの、身

近な将来に関する費用への関心が高かった（問２）。また、将来のために知っておきたいと思う

ことは、将来、自分自身が納める税金や支払う社会保険料について」が７割弱、「将来のライフ

プラン（人生設計）や自分自身が働いて得たお金の管理方法について」が６割台半ばを占めて

いた（問３）。将来どのようなことを大切にしている会社で働きたいかについては、「ワーク・

ライフ・バランス」を最も重視する傾向にあった（問８）。 

金融を通じた家計と経済・社会との関わりについて、説明することができるとした生徒は４

割台半ばで、５割強の生徒は説明できないと回答した（問５）。また、特徴を理解できていると

考える金融商品については、株式が７割弱、預貯金・保険がそれぞれ４割程度であった（問６）。

金融商品（預貯金・株式・債券・投資信託など）や投資についての考えに対する回答からは、全

体として、投資を適切に捉えている傾向が伺えた（問７）。 

金融に関する理解度を問う項目（「直接金融・間接金融」、「預貯金の金利計算（複利）」、「イ

ンフレ・デフレ」）については、問題によって正答率の差が大きかった（問９、問10、問11）。 

 

（２）個別（項目ごと）要約 

１ 生徒の意識 

① キャッシュレス決済を利用している生徒は６割強（問１、問１－１、問１－２） 

キャッシュレス決済を利用していると回答した生徒は６割強で、そのうち交通系電子マネ

ーの利用が最も多かった。利用している生徒の７割以上が現金の授受が省けて、支払いがす

ぐに完了することをメリットに感じている。一方、デメリットとしては「カードや携帯端末

を紛失してしまうと、他人に不正利用されるおそれがあること」が５割台半ばで最も多く挙

げられている。 

図表（問１）利用しているキャッシュレス決済 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(5,737)  

交通系電子マネー
（Ｓｕｉｃａ、ＰＡＳＭＯ、ＩＣＯＣＡ、はやかけんなど）

バーコード、ＱＲコード決済
（ＰａｙＰａｙ、ＬＩＮＥＰａｙ、ａｕＰＡＹ、ｄ払いなど）

交通系以外の電子マネー
（ＷＡＯＮ、ｎａｎａｃｏ、Ｅｄｙなど）

スマホ決済
（ＡｐｐｌｅＰａｙ、ＧｏｏｇｌｅＰａｙなど）

クレジットカード

デビットカード

その他

キャッシュレス決済は利用しない

無回答

49.2

21.6

10.0

9.5

4.4

0.6

0.9

30.0

8.2

0 20 40 60
(%)
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図表（問１－１） キャッシュレス決済のメリット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表（問１－２）キャッシュレス決済のデメリット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 自分自身の将来のために必要なお金や情報についての興味・関心は高い（問２・３） 

将来に向けて用意する必要があると考える費用については、「大学や専門学校への進学にか

かる費用」が８割強であった。また、住宅費、趣味・娯楽にかかる費用、医療費・介護費、不

測の事態に必要になる生活費用については、それぞれ５割以上であった。 

n=(3,546)  

すぐに支払いが完了すること

おつりが発生しないこと、また、現金を
用意する手間が省けること

軽量で持ち運びに便利なこと

ポイントが得られたり、お得な割引キャンペーン
があること

手持ちの現金がなくても、商品を購入できる
こと、また、分割で支払いができること

インターネットでの売買（ネット注文）に
対応していること

支払いの記録が管理されてデータに残ること

現金に触れる必要がないので、
衛生的であること

その他

メリットは特にない

無回答

85.1

75.1

48.6

35.8

31.7

28.3

20.1

17.0

1.2

1.0

0.1

0 20 40 60 80 100(%)

n=(3,546)  

カードや携帯端末を紛失してしまうと、他人に
不正利用されるおそれがあること

キャッシュレス決済を利用できないお店が
あること

いくら使ったか、残りいくらまで使えるのかが
すぐにわからないこと

支払いをした実感がなく、うっかりお金を
使いすぎてしまうこと

クレジットカードは、本来自分の支払い能力を
超える買い物もできてしまうこと

クレジットカードは、収入や年齢の制限によって
取得・利用できない場合があること

クレジットカードは、分割払いにした場合には、
手数料がかかり支払いの総額が増えること

その他

デメリットは特にない

無回答

54.2

45.9

43.1

42.3

19.0

16.6

10.9

1.5

5.7

0.2

0 10 20 30 40 50 60
(%)
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将来のために知っておきたいと思うことについては、「将来、自分自身が納める税金や支払

う社会保険料について」が７割弱、「将来のライフプラン（人生設計）や自分自身が働いて得

たお金の管理方法について」が６割台半ば、次いで、「国の社会保障や自分が将来受け取る年

金について」が５割であった。 

 

図表（問２）将来に向けて用意しておく必要があると考える費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表（問３）将来のために知っておきたいこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(5,737)  

大学や専門学校への進学にかかる費用
（学費・一人暮らしの費用など）

自分が将来購入する住宅や賃貸にかかる費用

自分の趣味や娯楽にかかる費用

自分や家族の医療費・介護にかかる費用

自分や家族が、病気やけが、災害などで
収入・給与が不十分なときの生活費用

定年退職後の自分や家族の生活費用

自分の結婚にかかる費用

その他

まだ、将来必要になると意識している
費用はない

無回答

81.7

59.3

57.5

53.5

52.8

41.5

30.4

1.3

3.6

0.1

0 20 40 60 80 100
(%)

n=(5,737)  

将来、自分自身が納める税金や支払う
社会保険料について

将来のライフプラン（人生設計）や自分自身が
働いて得たお金の管理方法について

国の社会保障や自分が将来受け取る
年金について

金融・経済の仕組み・企業のはたらきについて

労働者を保護する仕組みや労働者の
権利について

消費者の権利や消費者保護の仕組みについて

その他

特にない

無回答

69.0

65.2

50.1

44.2

35.3

35.3

1.5

7.0

0.3

0 20 40 60 80
(%)
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③ 将来の働き方についてはワーク・ライフ・バランスを最も重視（問８） 

将来どのようなことを大切にしている会社で働きたいかという問いについては、８割が「社

員のワーク・ライフ・バランスを大切にして、本人や家族の暮らしを安定させること」を大

切にしている会社で働きたいと考えている。 

 

図表（問８）将来どのようなことを大切にしている会社で働きたいか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 学習面の実態 

① 金融を通じた家計と経済・社会との関わりを説明することができるか（問５・６） 

金融を通じた家計と経済・社会との関わりを説明できないとした生徒が、説明できるとし

た生徒の割合を上回った。また、特徴を理解できていると考える金融商品としては、「株式」

が７割弱で最も多く、次いで、「預貯金」、「生命保険」がともに約４割であった。一方、「理解

できているものはない」と回答した生徒は１割台半ばであった。 

 

図表（問５）金融を通じた家計と経済・社会との関わり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無回答

n=(5,737)  

社員のワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を
大切にして、本人や家族の暮らしを安定させること

商品やサービスを安定的に供給、インフラの整備や人々が
安心できる暮らしを支えること

社員の多様性が認められる労働環境を整えて、生産性の
向上を図ること

新技術やサービスを開発し、人々の暮らしをより快適・
便利にすること

自然環境の保護や地域社会に配慮する商品やサービスを
開発すること

国や地域が抱えている社会的課題を解決し、持続可能な
社会を築くこと

会社の規模を拡大することで、雇用を増やし地域社会や
経済の活性化に貢献すること

その他

80.5

46.3

43.0

36.4

33.5

33.5

19.2

2.0

0.6

0 20 40 60 80 100
(%)

4.0 42.4 36.7 15.5

0.7

0.6

ｎ

(5,737)

(%)

正

確

に

説

明

す

る

こ

と

が

で

き

る

だ

い

た

い

説

明

す

る

こ

と

が

で

き

る

ほ

と

ん

ど

説

明

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

全

く

説

明

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

そ

の

他

無

回

答

説明することができない（計）52.3％説明することができる（計）46.4％
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図表（問６）特徴を理解できている金融商品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 金融商品（預貯金・株式・債券・投資信託など）や投資について考えていること（問７） 

金融商品（預貯金・株式・債券・投資信託など）や投資について、あなたがどのように考え

ているか教えてくださいという問いについて、「投資で大きなリターンを得ようとすれば、そ

の分リスクも大きくなる」が最も多かった。 

一方で、「わからない」と回答した生徒は、２割強であった。 

 

図表（問７）金融商品や投資についての考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(5,737)  

株式

預貯金

生命保険

債券

損害保険

投資信託

理解できているものはない

無回答

67.3

41.0

39.8

22.9

18.8

8.9

15.7

0.5

0 20 40 60 80 (%)

投資はお金に十分な余裕がある資産家（お金持ち）が
行うものである

n=(5,737)  

投資で大きなリターン（収益）を得ようとすれば、その分リス
ク（収益の不確実性、振れ幅）も大きくなる

価格が変動する金融商品への投資はリスクを減らすことは
できるが、リスクをゼロにすることはできない

近い将来に使い道が決まっているお金を貯めるためには、
元本保証のある預貯金を選択することが適切である

投資で利益を得ることができるかは、競馬や競輪などの
賭け事と一緒で運だのみである

投資は高度な知識やスキルを持った専門家の意見に
従えば、確実に利益を得ることができる

投資は退職金などまとまったお金で行うものであり、
若年世代は主に預貯金を行うべきである

その他

わからない

無回答

56.0

30.6

25.8

20.7

14.5

10.2

7.2

1.3

21.9

0.3

0 20 40 60
(%)
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③ 金融に関する理解度を問う問題について（問９、問10、問11） 

金融に関する理解度を問う設問について、正答者が最も多かったのは、「預貯金の金利計算

（複利）」に関する問題（問10）で、５割であった。「インフレ・デフレ」に関する問題（問

11）の正答者は４割強であった。 

正答者が最も少なかったのは「直接金融・間接金融」に関する問題（問9）で、２割であっ

た。 

 

図表（問９）「直接金融」「間接金融」を正しく説明しているもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表（問 10）100万円を複利計算で計算した５年後の預金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.05.4 50.4 3.2 37.7

0.4

ｎ

(5,737)

(%)

１

１

０

万

１

,

０

４

１

円

１

１

０

万

２

,

４

３

２

円

１

１

０

万

４

,

０

８

０

円

１

１

１

万

２

,

０

１

０

円

わ

か

ら

な

い

無

回

答

20.5 5.3 27.6 3.3 41.5

1.7

ｎ

(5,737)

(%)

投

資

家
（

資

金

の

出

し

手
）

が
、

投

資

先

の

株

式

会

社

を

自

ら

選

ん

で

出

資

す

る

こ

と

は

直

接

金

融

に

あ

た

る

株

式

会

社

が
、

社

債

を

発

行

し

て

投

資

家
（

資

金

の

出

し

手
）

か

ら

資

金

を

借

り

る

こ

と

は

間

接

金

融

に

あ

た

る

証

券

会

社

が
、

お

金

が

必

要

な

株

式

会

社

と

投

資

家
（

資

金

の

出

し

手
）

の

あ

い

だ

で
、

株

式

の

売

買

を

仲

立

ち
（

仲

介
）

す

る

の

は

間

接

金

融

に

あ

た

る

銀

行

に

集

め

ら

れ

た

預

貯

金

が
、

お

金

が

必

要

な

株

式

会

社

に

貸

し

出

さ

れ

る

こ

と

は

直

接

金

融

に

あ

た

る

わ

か

ら

な

い

無

回

答

※「○」のついた選択肢が正解、「×」のついた選択肢が不正解である。以降、同様とする。 
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図表（問 11）インフレやデフレを正しく説明しているもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
6.7 18.2 5.1 41.5 27.7

0.9

ｎ

(5,737)

(%)

家

計

の

消

費

が

減

少

し
、

価
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が

低

く

て

も

商

品

が

購

入

さ

れ

な

い

状

態

が

続

く

と

イ

ン

フ

レ

が

起

き

る

デ

フ

レ

に

な

る

こ

と

で
、

お

金

の

価

値

は

下

が
っ

て

い

く

イ

ン

フ

レ

に

な
っ

て

も
、

お

金

の

価

値

は

変

わ

ら

な

い

デ

フ

レ

を

脱

却

す

る

た

め

の

政

策

と

し

て
、

中

央

銀

行
（

日

本

銀

行
）

は

金

融

緩

和

を

行

う

わ

か

ら

な

い

無

回

答

以  上 


